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１．要領の目的 

 原子力政策大綱において、「原子力の研究、開発及び利用の基本的目標を達成するために

国が行う施策は、公共の福祉の増進の観点から最も効果的で効率的でなければならない。」

としており、国及び独立行政法人に対して、その活動について多面的かつ定量的な評価を

継続的に実施し、改善に努め、国民に説明していくことを求めている。また、原子力委員

会も「関係行政機関の原子力に関する施策の実施状況を適時適切に把握し、関係行政機関

の政策評価の結果とそれに対する国民意見を踏まえつつ、自ら定めた今後１０年程度の期

間をひとつの目安とする原子力の研究、開発及び利用に関する政策の妥当性を定期的に評

価し、その結果を国民に説明していくこととする。」としている。これに基づき、原子力委

員会の行う評価の実施に係る細目を定める。 

 

２．評価方法 

原子力政策を適切な政策分野に区分し、その政策分野毎に順次評価を行う。評価結果の

とりまとめにあたっては、関係者（市民／ＮＧＯを含む）からの意見聴取、国民への説明

会及び意見聴取、国民からの意見募集を行うこととする。 

 

３．評価の観点 

 原子力政策大綱に定められた政策の進展状況及び関係行政機関の取組状況を把握し、十

分に成果を上げているか、あるいは政策の目標を達成しうる見通しがあるかを検討し、こ

れの検討作業に基づき、原子力政策の妥当性を評価する。 

 

４．実施体制 

原子力委員会に政策評価部会を設置し、評価を行う。 

 

５．評価結果のとりまとめ 

 評価結果のとりまとめには、当該分野について、原子力政策大綱における考え方、政

策の進展状況及び関係行政機関の取組み状況、政策の妥当性の評価及び今後の進め方に

関する提言を含むものとする。 


